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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期
第３四半期
連結累計期間

第25期
第３四半期
連結累計期間

第24期

会計期間
自　平成27年９月１日
至　平成28年５月31日

自　平成28年９月１日
至　平成29年５月31日

自　平成27年９月１日
至　平成28年８月31日

売上高 (千円) 873,209 3,894,824 3,996,650

経常利益又は経常損失（△） (千円) △499,153 657,535 81,261

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）

(千円) △409,380 446,159 △122,809

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △453,078 460,518 △192,765

純資産額 (千円) 4,828,778 5,538,866 5,078,347

総資産額 (千円) 9,444,681 9,491,285 10,611,292

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純（当期）損失

金額（△）

(円) △18.56 20.23 △5.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 51.1 58.4 47.9

 

回次
第24期
第３四半期
連結会計期間

第25期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日

自　平成29年３月１日
至　平成29年５月31日

１株当たり四半期純利益金額又は　

１株当たり四半期純損失金額（△）
(円) △6.79 13.35

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第24期第３四半期連結累計期間及び第24期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第25期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における国内経済は、雇用環境や所得環境の改善が続く中で、引き続き緩やかな景

気の回復が見られました。当社グループが属する太陽電池業界におきましては、米国や中国などの主要市場や、

インドなどの新興市場で継続的に太陽電池の設置が進みました。しかしながら、太陽電池の価格が世界的に下落

しているため、当社の顧客である太陽電池メーカーの間では、コスト競争に対応するために設備投資計画を見直

す動きが見られました。一方、国内では、本年４月の再生可能エネルギー固定価格買取制度の改正により、太陽

光発電システムの点検や保守が義務付けられたこともあり、太陽光発電システムのメンテナンスに対する認識が

さらに高まることとなりました。

このような状況下、当第３四半期連結累計期間の売上高はほぼ予定通りの3,894百万円（前年同期比3,021百万

円の増収）となりました。利益面では継続的な原価低減努力および営業努力により、営業利益は727百万円（前

年同期は438百万円の営業損失）、経常利益は657百万円（前年同期は499百万円の経常損失）となり、高い利益

率を確保しました。

一方、第２四半期連結累計期間に松山第二工場の土地・建物等の売却の意思決定に伴う減損損失を特別損失と

して計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純利益は446百万円（前年同期は409百万円の親会社株主

に帰属する四半期純損失）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりです。

①装置関連事業

装置関連事業においては、大型ラインの案件が予定通り売上計上されたほか、改造案件等が売上計上された結

果、売上高は3,727百万円となりました。営業利益は、継続的な原価低減努力および営業努力により1,108百万円

となりました。

 

②環境関連事業

環境関連事業においては、太陽光パネルの検査機器の販売が予定よりも低調となりましたが、大規模発電所の

竣工検査等のパネル検査サービスが順調だったことから、売上高は167百万円となりました。利益につきまして

は16百万円の営業損失となりました。

 

なお、第１四半期連結累計期間より、報告セグメントを「装置関連事業」と「受託加工事業」から「装置関連

事業」と「環境関連事業」に変更しており、変更後の区分により必要な財務諸表を遡って作成することが実務上

困難であるため、前年同期比は記載しておりません。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、55百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 54,400,000

計 54,400,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,052,426 22,052,426
東京証券取引所

（マザーズ）
単元株式数100株

計 22,052,426 22,052,426 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成29年３月１日～

平成29年５月31日
－ 22,052,426 － 2,812,461 － 2,734,875

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式          400
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式   22,047,100 220,471 －

単元未満株式  普通株式        4,926 － －

発行済株式総数 22,052,426 － －

総株主の議決権 － 220,471 －

 

②【自己株式等】

平成29年５月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社エヌ・ピー・シー

東京都台東区東上野

一丁目７番15号
400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年３月１日から平

成29年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年９月１日から平成29年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,293,505 647,188

受取手形及び売掛金 1,967,755 2,691,609

商品及び製品 5,179 48,751

仕掛品 1,609,558 725,618

原材料及び貯蔵品 276,387 253,985

繰延税金資産 44,192 42,663

その他 330,332 338,018

貸倒引当金 △37,635 △37,454

流動資産合計 5,489,275 4,710,381

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,193,633 4,193,633

減価償却累計額 △1,230,433 △1,363,861

減損損失累計額 △8,073 △19,838

建物及び構築物（純額） 2,955,126 2,809,933

機械及び装置 761,009 759,939

減価償却累計額 △116,839 △124,810

減損損失累計額 △562,093 △562,097

機械及び装置（純額） 82,076 73,030

土地 1,898,173 1,708,050

リース資産 763,520 763,520

減価償却累計額 △527,377 △527,377

減損損失累計額 △236,142 △236,142

リース資産（純額） - -

その他 262,859 277,499

減価償却累計額 △217,510 △226,281

減損損失累計額 △4,514 △4,533

その他（純額） 40,835 46,684

有形固定資産合計 4,976,211 4,637,698

無形固定資産   

その他 26,651 24,550

無形固定資産合計 26,651 24,550

投資その他の資産   

繰延税金資産 26,346 24,835

その他 93,889 94,900

貸倒引当金 △1,082 △1,082

投資その他の資産合計 119,154 118,654

固定資産合計 5,122,017 4,780,903

資産合計 10,611,292 9,491,285
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(平成28年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年５月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,464,071 463,095

短期借入金 1,500,000 2,500,000

リース債務 61,547 64,366

未払法人税等 1,897 7,033

前受金 1,043,238 534,413

賞与引当金 25,210 12,496

受注損失引当金 7,715 17,023

その他 220,956 194,315

流動負債合計 5,324,637 3,792,744

固定負債   

リース債務 208,307 159,674

固定負債合計 208,307 159,674

負債合計 5,532,945 3,952,419

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,812,461 2,812,461

資本剰余金 2,734,875 2,734,875

利益剰余金 △484,118 △37,959

自己株式 △431 △431

株主資本合計 5,062,786 5,508,946

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 15,560 29,919

その他の包括利益累計額合計 15,560 29,919

純資産合計 5,078,347 5,538,866

負債純資産合計 10,611,292 9,491,285
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年９月１日
　至　平成28年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年９月１日
　至　平成29年５月31日)

売上高 873,209 3,894,824

売上原価 576,431 2,474,633

売上総利益 296,777 1,420,190

販売費及び一般管理費 735,775 692,919

営業利益又は営業損失（△） △438,997 727,271

営業外収益   

受取利息 306 59

為替差益 22,833 -

業務受託料 - 1,170

違約金収入 - 931

関係会社整理損失引当金戻入額 43,000 -

還付加算金 349 545

その他 549 718

営業外収益合計 67,039 3,424

営業外費用   

支払利息 35,072 23,258

支払手数料 26,712 27,607

為替差損 - 7,323

減価償却費 65,135 6,720

その他 275 8,251

営業外費用合計 127,196 73,160

経常利益又は経常損失（△） △499,153 657,535

特別利益   

固定資産売却益 96,673 -

特別利益合計 96,673 -

特別損失   

減損損失 - 201,911

特別損失合計 - 201,911

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期純損失（△）
△402,480 455,623

法人税、住民税及び事業税 7,650 6,384

法人税等調整額 △749 3,079

法人税等合計 6,900 9,463

四半期純利益又は四半期純損失（△） △409,380 446,159

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△409,380 446,159
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年９月１日
　至　平成28年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年９月１日
　至　平成29年５月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △409,380 446,159

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △43,697 14,359

その他の包括利益合計 △43,697 14,359

四半期包括利益 △453,078 460,518

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △453,078 460,518

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年９月１日
至 平成28年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年９月１日
至 平成29年５月31日）

減価償却費 205,874千円 157,383千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年９月１日　至　平成28年５月31日）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年９月１日　至　平成29年５月31日）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年９月１日　至　平成28年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 装置関連事業 受託加工事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 857,545 15,663 873,209 － 873,209

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 857,545 15,663 873,209 － 873,209

セグメント利益又は損失(△) △37,893 △78,292 △116,186 △322,810 △438,997

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、全社費用であります。全社費用は、報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

　２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行なっておりま

す。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年９月１日　至　平成29年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 装置関連事業 環境関連事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２

売上高      

外部顧客への売上高 3,727,726 167,098 3,894,824 － 3,894,824

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 3,727,726 167,098 3,894,824 － 3,894,824

セグメント利益又は損失(△) 1,108,654 △16,940 1,091,713 △364,442 727,271

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、全社費用であります。全社費用は、報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

　２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行なっておりま

す。

　２．報告セグメントの変更等に関する事項

従来、セグメント情報における報告セグメントは「装置関連事業」、「受託加工事業」の２区分で

ありましたが、平成28年９月１日より、事業部制となったことに伴い、新たなる体制による経営管理

を充実させる観点から当社グループの管理手法を見直しております。その結果、第１四半期連結会計

期間より、報告セグメントを従来の「装置関連事業」、「受託加工事業」から「装置関連事業」、

「環境関連事業」の２区分に変更しております。

なお、「環境関連事業」の前第３四半期連結累計期間のセグメント情報を当第３四半期連結累計期

間の報告セグメントの区分方法により作成した情報については、必要な財務情報を遡って作成するこ

とが実務上困難であるため、以下のとおり、当第３四半期連結累計期間について前連結会計年度の区

分方法により区分した情報で作成しております。
当第３四半期連結累計期間（自　平成28年９月１日　至　平成29年５月31日）

 装置関連事業 受託加工事業 合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額

売上高      

外部顧客への売上高 3,894,824 － 3,894,824 － 3,894,824

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 3,894,824 － 3,894,824 － 3,894,824

セグメント利益又は損失(△) 1,091,713 － 1,091,713 △364,442 727,271

 
　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　装置関連事業において、松山第二工場の土地、建物等の売却を決議したことにより引渡し時点での

損失発生が見込まれたことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

認識しました。

　なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては、201,911千円でありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年９月１日
至　平成28年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年９月１日
至　平成29年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△18円56銭 20円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△409,380 446,159

普通株主に帰属しない金額（千円）   

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

△409,380 446,159

普通株式の期中平均株式数（株） 22,051,991 22,051,991

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年７月14日

株式会社エヌ・ピー・シー

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原　科　博　文　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐　藤　賢　治　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エヌ・

ピー・シーの平成28年９月１日から平成29年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年３月１日

から平成29年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年９月１日から平成29年５月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エヌ・ピー・シー及び連結子会社の平成29年５月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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